
住民のいのちと健康を
守るための負担金なのに
■ 平成30年度からの3年間
白石市から公立刈田綜合病院への

平成29年度公立刈田綜合病院への白石市負担金額は約16億円でしたが、
令和2年には 6億2000万円まで大幅減額。
○平成30年度 前年比 億円以上削減
○令和元年度 前年比 約 億円を削減
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村井知事
刈田病院存続は

「公営が妥当」
2020年10月27日（火）河北新報

村井嘉浩知事は10月26日、経営難
の公立刈田綜合病院（白石市）の存続
策について、10月25日投開票の白石
市長選で再選した山田裕一氏が公約
とした民営化でなく、現状の公営が
妥当との認識を改めて示した。

15億
9449万円

9億
9128万円

6億円 6億
2000万円

この2年間で、
必要とされる負担金額を
約10億円も減額！
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「負担金」
赤字経営を余儀なくされた要因にも！

白石市からの負担金の大部分は国からの交付金です！

平成28年
11月14日
山田裕一氏

白石市長就任

〔公立刈田綜合病院への出資比率〕
白石市 86.7%．蔵王町 8.0%．七ヶ宿町 5.3%

■ 『周産期医療の復活』を
再選公約していた山田市長ですが…

「これからも刈田綜合病院を守り続け、周産期
医療の復活と充実した地域医療を作り上げま
す。」と公約に掲げ昨年10月に再選した山田裕
一白石市長は、12月の病院議会で、「周産期医
療」については『（このままでは）不可能』と答
弁、民営化を強行する姿勢を更に強めましたが、
「公設民営化」で「周産期医療」が復活する根
拠は、一言も示していません。

■ 病院収益の柱「整形外科」も
医師の退職を引き留めず…
今も続く『停止状態』

公立刈田綜合病院の収益の柱だった整形外科
は、医師の退職によって今年度から診療そのも
のが停止しました。住民の署名運動もありまし
たが、市長は医師を引き留めることはしません
でした。整形外科は病院の収益の15％～20％
を占めていました。また更に今年2月から循環
器科までも休止に。毎年減る「診療科」を放置
したままでは、経営悪化に歯止めがかかりません。

■ 先の見えない病院経営
退職者続出で病床稼働150床に…
病院経営の先が見えない中で、公立刈田綜合

病院で働くみなさんは不安を募らせています。
それぞれの生活設計を考えれば、離職されて

も仕方のないことです。それが予想以上の看護
師の退職につながり、県南中核病院との連携プ
ランで示された199床は維持できなくなりまし
た。現在150床での運用を余儀なくされていま
す。夜間救急対応も看護師不足により
困難な状況です。その中でコロナ対応
や通常業務を精力的に行っている職員
にも大きな影響が出ています。

＊公立刈田綜合病院「負担金」の話
～国も半分近くを負担～

公立病院は、住民の命と健康を守るため、法律上も採
算を度外視した治療が求められています。そのため、市
町村の一般会計から費用の一部を負担することが「負担
金」として義務づけられています。この「負担金」は国
も地方交付税として支出することになっています。全国
平均でみると約45％が国の負担となっています。

■ コロナ禍で全国の病院経営は依然厳しく、公立刈田綜合病院もその影響を受けて…
コロナ禍の影響、減り続ける「診療科」の中で、医業を頑張っても
3年連続「負担金」減額で銀行からの借入を余儀なくされて

新型コロナウイルス感染症は、国民の健康･生命や社会経済はもちろん、医療機関経営にも大きな影響を及ぼしています。公立刈田綜
合病院でも令和2年10月末現在（令和2年4月～10月）、前年同期の入院患者数は34%減、外来患者数は17％減となり、コロナ禍で全国
の病院経営同様に厳しい経営になっています。毎月約7,000万円～1億円の不足額は、コロナ感染症の影響を大きく受けています。


